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摂南大学寝屋川キャンパス新 1号館竣工記念国際シンポジウム記録 
   
 2011年 5月 28日に摂南大学寝屋川キャンパスにおいて、新 1号館竣工を記念し、経済
学部と理工学部生命科学科・同住環境デザイン学科による国際シンポジウムが開催された。
経済学部のシンポジウムは 5号館 5階 551教室にて、世界的に著名なアメリカ・コロンビ
ア大学のサスキア・サッセン教授（Prof. Saskia Sassen）をお招きして、「グローバル・
シティにおける繁栄と格差」と題して基調講演をしていただいた。講演は英語で行われ、
通訳は本学部の名方講師が務めた。 
 サッセン教授は講演において、人々及び地域間での不平等が現在急速に拡大しているこ
とを指摘した。アメリカの例では経済全体の所得のうち高所得者の保有する割合が増加し、
課税も所得再配分の役割を果たしておらず、所得格差が大きくなっている。ニューヨーク
でも所得格差は大きく、中流以下の階級では低い教育水準と所得しか享受できず、家もな
かなか持てない。信用力の低い低所得者に対する住宅ローンとしてサブプライムローンが
普及したが、2005年以降の住宅価格低下によりローンを返済できない人々は家を手放した
り土地を離れることを余儀なくされた。この結果多くの地区において空き家ができたり公
共の場所が荒廃するなどの問題が生じており、所得格差が地域間格差をもたらしている。
また人種間の経済格差の拡大も深刻な問題となっている。 
 続いてサッセン教授は都市の特殊性と都市間の違いについて説明した。グローバル化の
進む現代では都市間の経済的な関係を結びつける経路である「グローバル・サーキット」
が存在している。例えばインドのムンバイはロンドンからボゴタに至る様々な都市からや
ってくる不動産の開発や投資を行う企業の中心的な都市であり、世界的なコーヒーの商取
引はニューヨークやサンパウロを重要な拠点としている。個々の都市は多くの経路と結び
ついており、それが都市の違いや特殊性を生み出している。このように地理的に都市が関
係しあうことが様々な形で世界的な関係をもたらす重要な要素となっており、大切なこと
はその都市をつないでいるそれぞれの経路を理解することである。都市はそれぞれ特徴が
異なるが、グローバリゼーションの影響により経営、会計、製造業の基準が統一されオフ
ィス街・豪華なホテル・空港がどこでも同じようになるなど、市場の環境が均一化される
ことで逆に全く異なる産業や事業が都市の特徴に応じて活動することが可能になっている。
現在では世界全体で 70 ほどのグローバル・シティが存在し、自国での生産拡大に貢献す
るだけでなく世界経済とのつながりの懸け橋としての役割も果たしているが、それは同時
に 25万強の多国籍企業が多数の支社、支店、海外工場を配置して活躍する場でもある。 
 最後にサッセン教授は都市と環境危機の関係に言及した。都市は自然環境との関係を広
範に結び付けていく社会環境のシステムであるが一方でそれにより環境破壊が起きている。
都市は多くの人が集まることによって集積の効果があり、また広範囲に影響を及ぼすこと
ができるので、こうした特徴を生かし自然環境を守るような環境保全の活動を促進しなけ
ればならない。そのためには数量化や値段をつけることの難しい環境資本のほか社会資本、
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人的資本を考慮に入れた「環境を考慮した経済学」が必要である。市場の価値判断では非
効率であると判断されたものが自然環境保護からは価値があると判断されるようになる。
また都市問題を解決していくためには科学だけでなく権力をめぐる問題、貧困と不平等、
イデオロギーや文化の違い等といった非科学的なテーマについても考慮する必要がある。
また法律・制度の役割も重要である。特に都市は様々な業種の企業が世界各国から集まっ
てくるので、手続き、規則、賞罰、侵害処理などについて広範囲に渡る経済政策が必要と
なる。都市は消費と廃棄物の生産が行われる複雑なシステムであるが、複雑であるからこ
そ解決の糸口を生み出すヒントにもなる。 
 講演後、サッセン教授に加え大阪市立大学の玉井金五教授、本学部より八木学部長、平
野教授、田中准教授の参加によりパネルディスカッションが行われた。 
 玉井教授は、サッセン教授の指摘した貧富の格差の拡大は日本でも 1990 年代から見ら
れるようになっていることを述べると共に、大阪は現時点では「グローバル・シティ」と
はいえず今後の様々な産業の育成が鍵を握っているが、それによって貧困や格差が生まれ
ることは問題であるとした。そして社会資源を有効活用して社会問題に貢献すべきである
というサッセン教授の議論の事例として、大阪市第 7 代市長関
せき
一
はじめ
によるインフラ整備、
生活基盤の充実を挙げ、経済的装置に社会的装置を融合させることの重要性を強調した。 
 平野教授は、多国籍大企業の本社の大都市への集中とそれに伴う専門職を持つ人の増加、
さらに雇用システムの変化による低賃金労働者の増加が所得格差・賃金格差の増大をもた
らしていると指摘した。特に日本ではグローバル化によって企業間の競争が激化し、総賃
金抑制政策が取られ成果主義賃金制度が出現したことで 1990 年代以降、個人間の賃金格
差が拡大するだけでなく、同時に総賃金が抑制されたとした。 
 田中准教授は、東京と大阪はかつて二大都市とされていたものの、東京が情情通信産業・
専門サービス業が増加しグローバル・シティとなる一方、大阪は経済的基盤を弱体化させ
ていったことを指摘した。特に 2000年前後からの 10年間で東京と大阪の経済格差が拡大
しており、その理由は地域間格差の平準化機能を持っていた公共事業の削減にあるとした。
そして格差是正のためには地域に固有な資源を用いた地域活性化が必要であり、大阪にお
ける固有の資源である中小企業のものづくり（製造業）を促進することが必要だと強調した。 
 
 シンポジウムには本学部学生をはじめ他大学の教員・学生、高校生、企業の方など多く
の方々が参加し、熱心に聞き入っていた。 
 シンポジウム終了後、11号館 11階スカイラウンジにて理工学部と合同の懇親会があり、
今井光規学長およびサッセン教授ら招待者の挨拶ののち乾杯となり、自由な懇談が行われ
た。 
 なお、当日はシンポジウムに合わせて 1号館 7階において、2010年 4月に開設した経
済学部のこれまでの教育研究にかかる取り組みについて、パネルおよび資料の展示と共に、
スライドの上映も行い、こちらにも多くの方々にご来場いただいた。 
（文責：紀要編集委員会） 
